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高知県中小企業等デジタル化状況調査票

※経営者の方に回答いただくことを想定していますが、デジタル化の責任者等、他に適した方がい
る場合は、その方に回答いただいても構いません。

第 1章 企業情報

【必 須】 問１．アンケートの封筒に記載されている５桁の ID番号をご記入ください。

【必 須】 問２．経営組織について、あてはまるもの 1つに〇をつけてください。

① 株式会社 ② 有限会社

③ 合名会社・合資会社 ④ 合同会社

⑤ 個人事業主 ⑥ その他（ ）

【必 須】 問３．組織の規模（従業員数）について、あてはまるもの 1つに〇をつけてくださ

い。

① 5名以下 ② 6～10 名 ③ 11～20 名

④ 21～50 名 ⑤ 51～100 名 ⑥ 101～200 名

⑦ 201～300 名 ⑧ 301 名以上

【必 須】 問４．所属業界（直近決算で売上高がもっとも大きいもの）として、あてはまるも

の 1つに〇をつけてください。

① 卸売業 ② 小売業 ③ 飲食サービス業 ④ 観光・宿泊業

⑤ 製造業（食品） ⑥ 製造業（食品以外） ⑦ 建設業 ⑧ 不動産業

⑨ 金融業 ⑩ 専門・科学技術・業務支援サービス業 ⑪ 情報通信業

⑫ その他

【必 須】 問５．経営者の年代として、あてはまるもの 1つに〇をつけてください。

① 20 代以下 ② 30 代 ③ 40 代 ④ 50 代

⑤ 60 代 ⑥ 70 代 ⑦ 80 代以上
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第２章 デジタル化の実施状況

Ⅰ IT ツール等導入状況

【必 須】 問６.現在、業務で使用しているデジタル機器について、あてはまるものすべてに〇

をつけてください。

① パソコン ② スマートフォン

③ タブレット ④ その他（ ）

⑤ 使用していない

【必 須】 問７.現在、業務で使用している IT ツールについて、あてはまるものすべてに〇を

つけてください。

① ｲﾝﾀｰﾈｯﾄﾌﾞﾗｳｻﾞ（Google Chrome など） ② 電子メール

③ ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ（ﾁｬｯﾄ、ｵﾝﾗｲﾝ会議、SNS など） ④ 電子決済（ｷｬｯｼｭﾚｽ対応）

⑤ 文書作成（ワードなど） ⑥ 表計算（エクセルなど）

⑦ ﾌﾟﾚｾﾞﾝﾃｰｼｮﾝ作成（ﾊﾟﾜｰﾎﾟｲﾝﾄなど） ⑧ 会計（経費精算、財務諸表作成など）

⑨ 販売・顧客管理 ⑩ 仕入・在庫管理

⑪ 生産管理（CAD、工程管理など） ⑫ 経営分析（BI（ﾃﾞｰﾀ収集・分析・加工））

⑬ 業務自動化（RPA） ⑭ 勤怠管理

⑮ 人事・給与（給与計算、労務） ⑯ 情報管理（ｵﾝﾗｲﾝｽﾄﾚｰｼﾞ）

⑰ 基幹システム・ERP ⑱ ｸﾞﾙｰﾌﾟｳｪｱ（Office365、ｻｲﾎﾞｳｽﾞなど）
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※下記一覧から該当する番号を１つずつ表に記入してください。（導入したツールが３つ未満の場
合は空欄があっても構いません。）
⇒導入した IT ツールが無い方は空欄のままで問 11（次のページ）に進んでください。

（１）導入した主要な IT ツール

（２）導入した主な狙い

（３）導入効果

【必 須】 問８.この２年間で新たに導入した IT ツールについて、主要なものを３つまで選択

して下記表に番号を記入してください。また、導入した主な狙いと導入効果についても表に

記入してください。

１つ目 ２つ目 ３つ目

（１）導入した主要な IT ツール

（２）導入した主な狙い

（３）導入効果

① ｲﾝﾀｰﾈｯﾄﾌﾞﾗｳｻﾞ（Google Chrome など） ② 電子メール

③ ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ（ﾁｬｯﾄ、ｵﾝﾗｲﾝ会議、SNS など） ④ 電子決済（ｷｬｯｼｭﾚｽ対応）

⑤ 文書作成（ワードなど） ⑥ 表計算（エクセルなど）

⑦ ﾌﾟﾚｾﾞﾝﾃｰｼｮﾝ作成（ﾊﾟﾜｰﾎﾟｲﾝﾄなど） ⑧ 会計（経費精算、財務諸表作成など）

⑨ 販売・顧客管理 ⑩ 仕入・在庫管理

⑪ 生産管理（CAD、工程管理など） ⑫ 経営分析（BI（ﾃﾞｰﾀ収集・分析・加工））

⑬ 業務自動化（RPA） ⑭ 勤怠管理

⑮ 人事・給与（給与計算、労務） ⑯ 情報管理（ｵﾝﾗｲﾝｽﾄﾚｰｼﾞ）

⑰ 基幹システム・ERP ⑱ ｸﾞﾙｰﾌﾟｳｪｱ（Office365、ｻｲﾎﾞｳｽﾞなど）

① 業務プロセスの効率化 ② 社内の働き方改革

③ 商品・サービスの質向上 ④ 生産プロセスの改善

⑤ 経費の削減 ⑥ 新規顧客の開拓

⑦ 既存顧客との関係強化 ⑧ サプライチェーンの最適化

⑨ 経営判断の効率化・高度化 ⑩ 新しい事業・サービスの創出

⑪ いずれにも当てはまらない

① 十分に効果が出た ② ある程度効果が出た

③ どちらとも言えない ④ あまり効果が出なかった

⑤ まったく効果がでなかった



4

前のページの問（問８）で、この２年間に導入した ITツールを記入した方

⇒⑥を選んだ方は問 10（下の質問）に進んでください。

それ以外の方は問 12（次のページ）に進んでください。

⇒問 12（次のページ）に進んでください。

問９．IT ツールの導入にあたって公的機関等の補助金を活用しましたか。あてはまるも

のすべてに○をつけてください。

① IT 導入補助金 ② ものづくり補助金

③ 事業再構築補助金 ④ 新事業チャレンジ支援事業費補助金

⑤ その他（ ） ⑥ 活用していない

問 10．前の問で「⑥ 活用していない」を選んだ方にお聞きします。その理由について、

あてはまるものすべてに○をつけてください

① 補助制度の存在を知らなかったから

② 申請したが、採択にならなかったから

③ 取引先のベンダーが IT 導入補助金の登録事業者ではなかったから

④ 導入費用が少額で補助金を活用するほどではなかったから

⑤ その他（ ）

前のページの問（問８）で、この２年間に導入した ITツールを記入していない方

⇒問 12（次のページ）に進んでください。

問 11．この２年間で IT ツールを導入しなかった理由について、あてはまるものすべて

に○をつけてください。

① 現状の使用している IT ツールで特に問題は生じていないから

② 導入費用のコスト負担が大きいから

③ どのような IT ツールを導入すればよいか分からないから

④ 情報漏えい等、セキュリティ面に不安があるから

⑤ デジタル化に対応しなくても業務上で特に問題は生じないから

⑥ その他（ ）

⑥
を

選
択
し
た
場
合
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※下記一覧から該当する番号を１つずつ表に記入してください。（導入したい ITツールが３つ未満の場

合は空欄があっても構いません。）

⇒導入したい IT ツールが無い方は空欄のままで問 13（次のページ）に進んでください。

（１）導入したい主要な ITツール

（２）導入する主な狙い

（３）導入にあたっての主な課題

【必 須】 問 12.今後、新たに導入したい IT ツールについて、主要なもの３つまで選択して下記

表に番号を記入してください。また、導入する主な狙いと導入にあたっての主な課題につい

ても表に記入してください。

１つ目 ２つ目 ３つ目

（１）導入したい主要な ITツール

（２）導入する主な狙い

（３）導入にあたっての主な課題

① ｲﾝﾀｰﾈｯﾄﾌﾞﾗｳｻﾞ（Google Chrome など） ② 電子メール

③ ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ（ﾁｬｯﾄ、ｵﾝﾗｲﾝ会議、SNS など） ④ 電子決済（ｷｬｯｼｭﾚｽ対応）

⑤ 文書作成（ワードなど） ⑥ 表計算（エクセルなど）

⑦ ﾌﾟﾚｾﾞﾝﾃｰｼｮﾝ作成（ﾊﾟﾜｰﾎﾟｲﾝﾄなど） ⑧ 会計（経費精算、財務諸表作成など）

⑨ 販売・顧客管理 ⑩ 仕入・在庫管理

⑪ 生産管理（CAD、工程管理など） ⑫ 経営分析（BI（ﾃﾞｰﾀ収集・分析・加工））

⑬ 業務自動化（RPA） ⑭ 勤怠管理

⑮ 人事・給与（給与計算、労務） ⑯ 情報管理（ｵﾝﾗｲﾝｽﾄﾚｰｼﾞ）

⑰ 基幹システム・ERP ⑱ ｸﾞﾙｰﾌﾟｳｪｱ（Office365、ｻｲﾎﾞｳｽﾞなど）

① 業務プロセスの効率化 ② 社内の働き方改革

③ 商品・サービスの質向上 ④ 生産プロセスの改善

⑤ 経費の削減 ⑥ 新規顧客の開拓

⑦ 既存顧客との関係強化 ⑧ サプライチェーンの最適化

⑨ 経営判断の効率化・高度化 ⑩ 新しい事業・サービスの創出

⑪ いずれにも当てはまらない

① どのツールを導入すればいいか分からない ② 費用対効果が分からない

③ コスト負担が大きい ④ 情報漏えい等、セキュリティ面が不安

⑤ 業務手法を変更するのに抵抗がある ⑥ その他（ ）
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Ⅱ 連絡手段

※官公庁での押印廃止や電子申請の推進など、連絡手段のデジタル化・ペーパーレス化が進んで
います。

⇒④～⑦のいずれも選択していない方は問 14（下の質問）に進んでください。

④～⑦のいずれかを選択した方は問 15（次のページ）に進んでください。

【必 須】 問 13.業務連絡の手段についてお聞きします。現在、受発注や請求等のやりとりなど

の取引先等との業務連絡や社内のコミュニケーションで使用している主要な手段について、

あてはまるものすべてに○をつけてください。

① 郵送 ② 電話 ③ FAX

④ 電子メール ⑤ SNS ⑥ オンライン会議（zoom など）

⑦ その他 IT ツール

前の問（問 13）で、④～⑦のいずれも選択していない方

⇒問 15（次のページ）に進んでください。

問 14.社内外との主要な連絡手段として、デジタル手段を利用していない理由は何です

か。あてはまるものすべてに○をつけてください。

① 取引先がデジタル手段に対応して

いない

② 官公庁がデジタル手段に対応して

いない

③ 導入方法や使い方が分からない ④ 口頭や対面で済んでいる

⑤ その他（ ）

④
～
⑦
の
い
ず
れ
も

選
択
し
て
い
な
い
場
合



7

Ⅲ テレワーク

※令和２年の総務省の調査では、「テレワークを導入した」もしくは「導入を予定している」企
業の合計が全体の５割を超えるなど、テレワークの普及が全国的に進んでいます。

⇒②を選択した方は問 16（下の質問）に進んでください。

①または③を選択した方は問 17（次のページ）に進んでください。

【必 須】 問 15.現在の貴事業所のテレワークの導入状況に関して、あてはまるもの１つに○を

つけてください。

① 導入している

② 導入を検討している

③ 導入する予定はない

前の問（問 15）で、②を選択した方

⇒問 17（次のページ）に進んでください。

問 16.テレワークの導入を検討するにあたって主要な課題は何ですか。あてはまるものす

べてに○をつけてください。

① 導入方法やツールの使い方がわからない ② テレワークできる業務の切り出しが困難

③ 通信環境整備などにコストがかかる ④ 業務管理や労務管理が不安

⑤ 顧客など外部への対応が不安 ⑥ 情報漏えいなどセキュリティ面が不安

⑦ その他（ ）

②
を
選
択
し
た
場
合
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Ⅳ 電子帳簿・インボイス制度対応

【電子帳簿対応】

※電子帳簿保存法が改正され、電子的に作成した帳簿・書類をデータのまま保存することや、紙
で受領・作成した書類をスキャンして画像データで保存することについて税務署の事前承認が
廃止されるなどの制度変更がありました。これらの動きなども踏まえ、電子帳簿の導入が広が
っています。

⇒②を選択した方は問 18（下の問）に進んでください。

①または③を選択した方は問 19（次のページ）に進んでください。

【必 須】 問 17.会計情報などの帳簿の管理手段についてお聞きします。電子帳簿の導入につい

て、あてはまるもの１つに○をつけてください。

① 導入している

② 導入を検討している

③ 導入する予定はない

前の問（問 17）で、②を選択した方

⇒問 19（次のページ）に進んでください。

問 18.前の問で②を選択した方にお聞きします。電子帳簿の導入の検討にあたって主要な

課題になっていることは何ですか。あてはまるものすべてに○をつけてください。

① 導入にコストがかかる ② データ管理・運用に不安がある

③ どのようなツールがよいか分からない ④ 業務手順の見直しや担当者教育が負担

⑤ 特に課題はない ⑥ その他（ ）

②
を
選
択
し
た
場
合
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【インボイス制度対応】

※令和 5年 10月からインボイス制度が施行され、買い手が簡易課税制度を選択していない課税
事業者の場合、仕入税額控除を適用するには適格請求書（インボイス）の保存が必要になりま
す。また、売り手がインボイスを発行するには、事前に適格請求書発行事業者の登録を行わな
ければなりません。なお、提供にあたっては、電磁的記録の「電子インボイス」も認められて
います。

【必 須】 問 19.インボイス制度への対応状況についてお聞きします。現在の貴事業所のインボ

イス制度への対応状況について、あてはまるもの１つに○をつけてください。

① 適格請求書発行事業者の登録を行い、電子インボイスにも対応する予定

② 適格請求書発行事業者の登録は行うが、電子インボイスへの対応は行わない予定

③ 適格請求書発行事業者の登録の予定はない

【必 須】 問 20.インボイス制度への対応について、課題になっていることは何ですか。あては

まるものすべてに○をつけてください。

① 制度がよく分かっていない

② 電子インボイスに対応する会計ソフト導入にコストがかかる

③ 業務手順や担当者教育に手間がかかる

④ 特に課題はない

⑤ その他（ ）
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Ⅴ クラウドサービス

※クラウドサービスとは、インターネットを介して使うサービスのことです。SNSやｸﾞﾙｰﾌﾟｳｪｱ
（Office365、ｻｲﾎﾞｳｽﾞ）などが代表例です。利用者が資産を持たないので、初期費用や固定資
産税が不要になるなどのメリットがある一方、追加できる機能が限られたり、ネットワーク接
続が必要になるなどのデメリットもあります。通信環境の発展とともに、企業や公的機関も含
め、少額・定額で利用できるクラウドサービスを活用する組織が増えています。

【必 須】 問 21.業務へのクラウドサービスの利用について、あてはまるもの１つに○をつけて

ください。

① 利用している ⇒問 22 に進んでください。

② 利用していない ⇒問 23 に進んでください。

前の問（問 21）で、①を選択した方

⇒問 24（次のページ）に進んでください。

問 22.利用しているクラウドサービスについて、あてはまるものすべてに○をつけてくだ

さい。

① ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ（ﾁｬｯﾄ、ｵﾝﾗｲﾝ会議、SNS など） ② 会計（経費精算、財務諸表作成など）

③ 販売・顧客管理 ④ 仕入・在庫管理

⑤ 生産管理（CAD、工程管理など） ⑥ 経営分析（BI（ﾃﾞｰﾀ収集・分析・加工））

⑦ 業務自動化（RPA） ⑧ 勤怠管理

⑨ 人事・給与（給与計算、労務） ⑩ 情報管理（ｵﾝﾗｲﾝｽﾄﾚｰｼﾞ）

⑪ 基幹システム・ERP ⑫ ｸﾞﾙｰﾌﾟｳｪｱ（Office365、ｻｲﾎﾞｳｽﾞなど）

前の問（問 21）で、②を選択した方

⇒問 24（次のページ）に進んでください。

問 23.業務にクラウドサービスを利用していない主要な理由は何ですか。あてはまるもの

すべてに○をつけてください。

① 通信環境がない ② カスタマイズが制限される

③ ツールの導入方法や使い方が分からない ④ セキュリティ面に不安がある

⑤ クラウドサービスが分からない ⑥ その他（ ）
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Ⅵ 販売促進・マーケティング

※地方の小規模事業者でも、インターネット上で販売促進やマーケティング活動を行うことで新
たな販路を獲得したり、新たな商品開発につながる事例なども生じています。

⇒④～⑧のいずれも選択していない方は問 25（下の質問）に進んでください。

④～⑧のいずれかを選択した方は問 26（次のページ）に進んでください。

【必 須】 問 24.現在、貴事業所で、広報や商品・サービス等の販売促進、マーケティング活動

に主に活用しているものは何ですか。あてはまるものすべてに○をつけてください。

① チラシ等の紙媒体資料 ② 新聞・雑誌広告 ③ テレビ・ラジオ CM

④ WEB・SNS 広告 ⑤ 自社 HP ⑥ 自社 SNS

⑦ 自社 ECサイト ⑧ 国内モールの ECサイト（楽天、Amazon、Yahoo など）

⑨ その他（ ）

前の問（問 24）で、④～⑧のいずれもを選択していない方

⇒問 26（次のページ）に進んでください。

問 25.広報や販売促進にインターネットを活用していない主要な理由は何ですか。あては

まるものすべてに○をつけてください。

① 通信環境がない ② IT ツールの導入方法や使い方が分からない

③ 取引先や顧客が使用していない ④ 受注が増えると対応できなくなる

⑤ セキュリティ面に不安がある ⑥ その他（ ）

④
～
⑧
の
い
ず
れ
も

選
択
し
て
い
な
い
場
合
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Ⅶ 情報セキュリティ対策

※不正アクセスや情報漏えいなどで事業活動に支障が生じる企業の例もあり、IT ツールやデジ
タルデータを業務で活用する際は、セキュリティ対策を行うことが重要です。

【必 須】 問 26．情報セキュリティ対策についてお聞きします。現在、貴事業所で実施している

情報セキュリティ対策として、あてはまるものすべてに〇をつけてください。

① ウイルス対策ソフト・サービスの導入 ② セキュリティポリシーの策定

③ システム・データのバックアップ ④ 従業員に対するセキュリティ研修

⑤ その他（ ）

【必 須】 問 27.情報セキュリティ対策を推進するにあたっての課題は何ですか。あてはまるも

のすべてに〇をつけてください。

① セキュリティ対策の方法がわからない ② 業務遂行上の弊害が大きい

③ 社内の検討・推進体制が整わない ④ 対策にコストがかかる

⑤ 特に課題はない ⑥ その他（ ）
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Ⅷ デジタル人材の育成・確保

※令和３年の総務省の調査では、デジタル化を進める際の課題として、人材不足を挙げる企業が
最も多く、５割以上ありました。デジタル人材の育成・確保は全国的な課題になっています。

【デジタル人材育成】

※高知県では、デジタル人材を育成するために専門講師を招へいし、事業者向けの講座（高知デ
ジタルカレッジ）を実施しています。

【必 須】 問 28．現在、貴事業所でのデジタル人材の育成・確保のための取組について、あては

まるものすべてに○をつけてください。

① デジタル化に対応できる人材の採用を行っている

② デジタル化に関する社内研修を行っている

③ 支援機関や業界団体等が主催する関連セミナーに参加している（させている）

④ 民間の教育サービスを受講している（させている）

⑤ 国や県などの公的機関の教育サービスを受講している（させている）

⑥ 特に取組は行っていない

⑦ その他（ ）

【必 須】 問 29.事業者向けのデジタル化講座について、どのような内容であれば受講したいと

思いますか。あてはまるものすべてに○をつけてください。

① 他社のデジタル化対応の取組事例を紹介する

② 具体的な ITツールの紹介や使い方を紹介する

③ デジタルの基礎知識などのリテラシーを高める

④ AI（人工知能）や IoT（ﾓﾉのｲﾝﾀｰﾈｯﾄ）などを経営や事業に活用する手法を学ぶ

⑤ NFT（非代替性トークン）やメタバース（３次元仮想空間）などの最新技術を経営や

事業に活用する手法を学ぶ

⑥ デジタル化で事業変革を行うためのプランを作成する

⑦ デジタル化に関連する法改正や補助金などの行政の支援策を紹介する

⑧ 特に講座は受講したいとは思わない

⑨ その他（ ）
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【必 須】 問 30.高知デジタルカレッジの事業者向けの講座では、数か月の期間中、週１回の頻

度で知識やスキルを身に付けるとともに、受講者間での交流を行う形式のものを中心に開催

しています。仮に高知デジタルカレッジの講座を受講する場合、実施期間（回数）として適

当と思うもの１つに○をつけてください。

① 週１回程度の頻度で、８～12 か月継続して実施（全 30～50 回）

② 週１回程度の頻度で、４～７か月継続して実施（全 15～30 回）

③ 週１回程度の頻度で、２～３か月継続して実施（全 5～15回）

④ 週１回程度の頻度で、１か月間程度実施（3～5回）

⑤ 単発の講座（1回）

⑥ 特に講座は受講したいとは思わない（させたいとは思わない）
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【副業・兼業人材の活用】

※都市部を中心に副業・兼業を認める企業が増加し、本業以外の時間で地方の課題解決に貢献し
たいという専門知識を有する人材（マーケティング、広報・PR、営業企画など）が増えていま
す。雇用するより安価（平均報酬月額 3.4 万円）に活用できるため、県内でも関心が高まって
おり、県では専用Web ページによる県内企業と副業・兼業人材とのマッチングに取り組んで
います。

【必 須】 問 31.副業・兼業人材の活用の意向について、あてはまるもの１つに○をつけてくだ

さい。

① 活用したことがある ② 活用したことはないが、検討したい

③ 活用したいとは思わない

【必 須】 問 32.副業・兼業人材を活用するなら、どのような内容で仕事の募集を行いたいです

か。あてはまるものすべてに○をつけてください。

① 広報・PR ② 販路拡大

③ 商品開発 ④ WEB・SNS マーケティング

⑤ 従業員の採用強化 ⑥ 新事業開発

⑦ 特に募集したい業務はない ⑧ その他（ ）

【必 須】 問 33.副業・兼業人材を活用するにあたっての課題について、あてはまるものすべて

に○をつけてください。

① どのような業務で依頼を行えばよいか分からない

② リモートでの業務の実施や進捗管理に不安がある

③ 依頼できる適当な人材が見つからない（見つけ方が分からない）

④ 外部人材を活用するのは情報漏えいなどのセキュリティ面で不安がある

⑤ 特に副業・兼業人材を活用したい業務はない

⑥ その他（ ）
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第３章 デジタル化経営、公的支援

Ⅰ デジタル化経営

【必 須】 問 34.現在、貴事業所で実施しているデジタル化の取組として、あてはまるものすべ

てに〇をつけてください。

① 社内外の連絡に SNS、チャットサービス等のデジタルツールを活用している

② クラウドサービスや業務システム等の導入により、業務フローの改善を行っている

③ 生産・販売・マーケティングなどの各種データをデジタル化し、データに基づく経営改善

を実践している

④ AI や IoT で取得したデータをもとに新たな製品・サービスを開発する等の事業変革を行

っている

⑤ いずれも実施していない

【必 須】 問 35.現在、貴事業所で実施しているデジタルデータの経営への活用として、具体的

にどのようなデータを活用していますか。あてはまるものすべてに〇をつけてください。

① 会計・財務データ ② 販売・顧客データ

③ マーケティングデータ ④ 生産工程（稼働率など）データ

⑤ 仕入・在庫管理データ ⑥ 人事・勤怠・労務データ

⑦ 特にデジタルデータは活用していない ⑧ その他（ ）

【必 須】 問 36.デジタル化に対応するために主に課題となっていることには何ですか。あては

まるものすべてに○をつけてください。

① ツールの導入コスト（費用対効果） ② デジタル人材の不足（推進者・運用者）

③ ツールの導入や使い方が分からない ④ 長年の業務慣行や取引慣行の変更

⑤ 部門間や従業員との壁 ⑥ 特にデジタル化は必要ない

⑦ その他（ ）



17

【必 須】 問 37.今後、貴事業所のデジタル化を進めるにあたって特に重視している項目を、上

から順に３つまで選んでください。（番号の左欄の枠内に１～３の順番を記入してください。）

① 新しい事業・サービスの創出 ② 商品・サービスの質向上

③ 新規顧客開拓 ④ 既存顧客との関係強化

⑤ サプライチェーンの最適化 ⑥ 固定費の削減

⑦ 経営判断の効率化・高度化 ⑧ 生産プロセスの改善

⑨ 業務プロセスの効率化 ⑩ 社内の働き方改革

⑪ 情報セキュリティ対策の強化 ⑫ 法規制のクリア

⑬ デジタル化を進める予定はない ⑭ その他（ ）
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Ⅱ 公的支援

※デジタル化を支援する機関として、国や県などの行政機関のほか、産業振興センターや商工会議
所、商工会などがあります。

【必 須】 問 38.デジタル化に対応するために活用した支援機関についてお聞きします。この２

年間で活用した支援について、あてはまるものすべてに○をつけてください。

① 支援機関への相談 ② 金融機関への相談・マッチング支援

③ 専門家の派遣 ④ 補助金・助成金

⑤ 講座やセミナーなど人材育成 ⑥ その他（ ）

⑦ 支援を活用していない

前の問（問 38）で、①～⑥のいずれかを選択した方

※支援を受けていない項目については、空欄にしてください。

⇒問 40（次のページ）に進んでください。

問 39.それぞれの支援について効果があったかどうか枠内に選択肢の番号を記入してくだ

さい。

① 支援機関への相談

② 金融機関への相談・マッチング支援

③ 専門家の派遣・助言

④ 補助金・助成金

⑤ 講座やセミナーなど人材育成

⑥ その他

１ 十分に成果が出た

２ ある程度成果が出た

３ どちらとも言えない

４ あまり成果が出なかった

５ まったく成果が出なかった

④
～
⑥
の
い
ず
れ
か

を
選
択
し
た
場
合
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※高知県では、様々な支援機関で事業者のデジタル化の相談対応などの支援を行っています。ま
た、国でもデジタル化の様々な支援を実施しており、IT 導入補助金の概要も添付しています
ので、ご参照ください。

支 援 機 関 名 支 援 内 容 備 考

（公財）高知県産業振興
センター デジタル化推
進部

・企業のデジタル化の無料相談窓口
・デジタル化の専門家が、企業の「デジ
タル化計画」の策定・実行を伴走支援
など

連絡先
088-845-6600
digital@joho-kochi.or.jp

（公財）高知県産業振興
センター よろず支援拠
点

・無料の経営相談所
・HP の作成などをはじめ、様々な経営
上の課題に対応できるよう多様な分
野の専門家を配置

連絡先
088-846-0175
yorozu@joho-kochi.or.jp

各地域の商工会議所、
商工会

・地域の事業者の相談対応
・高知県商工会連合会にデジタル化支援
アドバイザーを配置し、デジタル化の
相談にも対応

お近くの商工会議所、商工
会にお問い合わせくださ
い

【必 須】 問 40.今後、貴事業所においてデジタル化を進めていこうとする際、特に重要と思う

公的支援を上から順に３つまで選んでください。（番号の左欄の枠内に１～３の順番を記入し

てください。）

① デジタル化に関する相談窓口の設置

② デジタル化に関する講座の実施などの人材育成事業

③ ツール等の導入に対する補助金・助成金

④ 補助金などの支援制度の申請サポート

⑤ 専門家の派遣・助言によるデジタル化経営や計画づくりのサポート

⑥ デジタル人材や ITベンダーのサービスとのマッチング支援

⑦ デジタル化に関連する法改正や支援制度の解説

⑧ 特に公的支援を利用するつもりはない

⑨ その他（ ）
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ご協力ありがとうございました

【任 意】 問 41.その他、高知県のデジタル化推進の取組について、ご意見があれば下記に記入

してください。（自由記載）

【任 意】 （公財）高知県産業振興センターの専門家によるデジタル化計画の策定・実行のサポ

ート（※）を希望しますか。希望する場合は、後日センターから連絡をさせていただきます

ので、連絡先・担当者をご記入ください。

※工程管理システムや販売管理システムなどの導入について、現状の課題や導入効果などを
整理した中期計画の策定と実行をサポートしています。

会社名 担当者名 電話 メールアドレス



参考：IT導入補助金




